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研究目的 

現在社会経済の発展によって生じた課題に対応すべく、「政府の失敗」を最小化し、かつ人々の多様な

要求を容れることのできる新たな公共経営のあり方が模索されている。これまで公共財として位置づけら

れてきた図書館も、中央並びに地方の政府財政の逼迫下において、そのような方向づけが強く求められて

いる。一方、情報化の進展とともに、これまで公共図書館が担ってきた人々の学習活動や情報提供活動な

どによるコミュニティの拠点としての役割についても、状況に応じた対応が要請されている。 

そこで、公共図書館に関して、それが拠って立つ法制度、財政・会計制度などを国内外（米国、英国、

北欧、ニュージランド等、主としてニュー・パブリック・マネジメント（NPM）の試みで先進的な国々を

中心とする）にわたって調査するとともに、先導的なモデル構築を目指して、NPM における展開事例、コ

ミュニティで図書館を支える非営利組織（NPO）の活動、図書館が提供する知的財産のあり方、コミュニ

ティ統治の情報面での展開（電子政府）など、公共図書館の基盤機能のあり方についての多角的な研究を

行おうとするものである。 
研究成果 
 本研究では当初計画書にしたためたように、制度的枠組みと新たな運用についての調査と、個別課題の

研究が、平成 18 年度においては次のように実施された。 

 １．公共図書館の制度的枠組みに関する調査は、主として小山・永田が担当した。調査は、訪問調査

と調査紙による郵送調査を実施した。訪問調査は、PFI 図書館（国内 2 館、英国 4 館）をとりあげた。特

別目的会社等がカバーする範囲、自治体との契約および履行に関するモニター、市民の反応等種々の観点

からの調査を実施した。また、調査紙調査は、主として新たな経営形態の選択に関して、全国 1883 の自

治体（40 都道府県、1207 市町村、17 特別区）に対する悉皆調査を年度末に実施し、現在回答の集約中で

ある（1264 件回収、回答率 62%）。 

２．個別研究として、①NPM 図書館活動（小山）：制度的な問題と実態把握、また公会計制度などの問

題点に焦点をあてた。②図書館のコミュニティ基盤と NPO（吉田）：多文化サービスを中心にボランティ
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ア活動に関して、デンマークにおける 2 図書館調査などを実施した。③知的財産制度（村井）：公貸権制度

の調査と問題の洗い出しをした。④電子市政府機能（Cullen、永田、小山）：国（総務省）のレベルと地方

（横須賀市）のレベルの調査を行うとともに、図書館の役割の検討を行った。 

また、本研究を進めるにあたって、それぞれの個別研究のテーマをとりあげた研究会を 4 回公開の形で実

施した。 
代表的な研究発表・特許等の成果一覧、特記事項等 

現在、吉田右子がデンマークでの調査に関する論文を投稿中 

 


